小項目評価の論点に関する検討結果について
第1　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
	平成24年度計画
	小項目番号
	自己
評価
	
	委員会評価
	判断理由・コメント（案）

	「出かける」活動の推進　
	2
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○過去の実績を大きく上回る企業等への訪問を積極的に実施し、顧客拡大につなげた。

○年度計画の目標値を大幅に超えて達成している。
※年度計画を上回っていることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	積極的な情報発信
	4
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○業界団体等への情報発信・協力件数を積極的に実施したことから、ホームページのアクセス数が10万回以上増加し、ダイレクトメール登録数も約1000名増加するなど成果として表れた。
※目標値を上回っており、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	新たなサービスの実施

①依頼試験，②設備機器開放，④技術者育成
	6
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○危機管理体制などの課題を克服し、関西圏の公設試では初の試みである利用時間延長サービスを実施した。
※関西圏初の試みである機器利用延長を実施するなどサービス向上に取り組んでおり、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	新たなサービスの実施

③受託研究
	7
	Ⅴ
	＝
	Ⅴ
	○法人化を契機に、機動性を向上させて企業ニーズに応えたサービスである受託研究を今年度から実施し、目標値を大きく上回る利用実績と多額の収入を得た。

※企業ニーズに的確に応えた新たなサービスであり、利用実績、収入ともに目標値を大きく上回っており「Ⅴ」評価が妥当と判断した。

	既存サービスの充実

①技術相談
	8
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○技術相談件数は、技術支援の基本であり、また、産技研の技術支援機能が顧客から頼りにされていることを表す指標であり、年度計画の目標値及び前年度値をともに上回った。
※年度計画を上回っていることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	既存サービスの充実

④受託研究
	10
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○中小企業では必要な試験・試作装置を所有していなかったり、研究のための人材がいない場合があり、企業の製品開発・改良や不良原因の解明など支援のニーズは強く、的確に企業ニーズを把握し、顧客目線で既存サービスを充実し、年度計画の目標値を上回った。
※産技研の研究成果や設備が企業に活用されていることを示す指標であり、中身を充実させれば「Ⅴ」になる可能性を含んでおりその点を評価した。

	企業の新技術・製品開発のニーズに応える設備機器の整備
	12
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○マーケティング・リサーチを活かした設備機器の選定、導入後の積極的なＰＲ及び稼働状況調査など戦略的に取組み、特に積極的な広報が必要なＳＴＥＭについて全所挙げた大型イベントを企画して利用促進に取組み、機器開放による収入について、昨年度比約1,700万円増加という成果を上げた。
※機器を単に購入するだけでなく、機器利用技術講習会を積極的に開催し、ユーザーである企業が使いたいように使える取組みをし、年度計画及び機器開放による収入ともに上回っていることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	戦略的テーマに関する研究開発

①研究開発の重点化、②企業への共同研究等の提案
	14
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○理事長のトップダウンのもとで企業ニーズ把握に努め、プロジェクト研究のテーマを戦略的に決定し、また、競争的研究資金への応募、採択率ともに年度計画目標値・前年度値を上回った。
※理事長のリーダーシップが発揮され、競争的研究資金の応募件数、採択率においてもともに年度計画を上回っていることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。

	研究開発成果の提案と技術移転

①研究開発成果の技術移転・情報発信の促進、②大学の研究開発成果の橋渡し、③知的財産権を活かした企業支援
	16
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○中小企業への技術移転を図り、製品化・実用化へつなげる役割を果たす講習会等での情報発信件数、産技研のもつシーズのアピールとなる学会等での発表件数、競争的研究資金の獲得や、技術シーズ創出などの企業支援につながる研究所としての基盤的な活動である論文投稿件数が年度計画の目標値を上回った。
※積極的に研究成果の情報発信を行った結果、すべて年度計画及び前年度実績を上回っていることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。


第３　財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置
	平成24年度計画
	小項目番号
	自己

評価
	
	委員会評価
	判断理由・コメント（案）

	１　事業収入の確保、２　外部資金の獲得、３　予算の効果的な執行等
	22
	Ⅳ
	＝
	Ⅳ
	○自己収入増加に向けた各種の取組みを行い、自己収入を昨年度比約1億1,300万円増やし、当期純利益2億7,800万円の純利益を計上し、また外部資金である競争的研究資金及び設備整備費補助金を得るよう情報収集に努め、競争的研究資金は37.5%の採択率であり、設備整備費補助金については、約8,000万円を受け、年度計画を上回って財務内容の改善を行った。
※自己収入増加に向けた取組を行った結果、当期純利益2億7,800万円を計上し、年度計画を上回っていることから、「Ⅳ」評価が妥当と判断した。
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